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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づ
き、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子
提供措置事項記載書面）への記載を省略しております。

第 1 ９ 回 定 時 株 主 総 会 の 招 集 に 際 し て の
電子提供措置事項

事業報告の「業務の適正を確保するための体制及
び 当 該 体 制 の 運 用 状 況 の 概 要 」

連 結 計 算 書 類 の 「 連 結 注 記 表 」

計 算 書 類 の 「 個 別 注 記 表 」

第19期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

フリュー株式会社
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業務の適正を確保するための体制

業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他会社の業務
を適正に確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

①取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　　（会社法第362条第4項第6号、会社法施行規則第100条第1項第4号）
イ. 当社は「人々のこころを豊かで幸せにする良質なエンタテインメントを創出する！」を企
業理念に、法令・社会規範を遵守し、高い倫理観と良識をもった活動をする旨を定めた
「企業行動指針」及び「社員行動指針」並びにコンプライアンス推進体制の整備等につい
て定めた「コンプライアンス規程」を制定し、当社の役職員に周知徹底するとともに、コ
ンプライアンス研修等を実施し、職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する。

ロ. 当社は監査役会設置会社であり、各監査役は取締役会及びその他の重要な会議に出席する
ほか、業務執行状況の調査を通じて、取締役の職務の執行を監査する。監査役会は、監査
役会規程・監査役監査基準等を文書化し、内部統制システムの有効性を検証するとともに
課題の早期発見に努め、課題を発見した場合は取締役会に是正を求める。

ハ. 内部監査部門が業務執行の状況を適法性・適正性の視点から監査し、随時代表取締役社長
に報告するとともに、当社は、内部監査部門が取締役及び監査役との連携を確保するため
に、取締役会及び監査役会に対しても適切に直接報告を行う仕組みを構築する。

ニ. 当社は、法令違反行為等を発見した通報者の保護を図りつつ、透明性を維持した適切な内
部通報体制を整備し、運用する。

ホ. 当社は、反社会的勢力とは一切の関係をもたず、不当要求等に対しては組織全体として毅
然とした態度で対応する。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　　（会社法施行規則第100条第1項第1号）
イ. 株主総会議事録、取締役会議事録、決裁書その他取締役の職務執行に係る情報は、法令及
び社内規程等の関係諸規程の定めに従い、適切に記録し、保存及び管理する。

ロ. 前項の情報は、取締役、監査役、会計監査人等が必要に応じて閲覧、謄写可能な状態にて
保存及び管理する。

ハ. 情報の保存及び管理に関する規程類は、適宜見直し、改善を図る。
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業務の適正を確保するための体制

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　　（会社法施行規則第100条第1項第2号）
イ. 当社は、取締役会及びその他の重要な会議において、役職員から、業務執行に係わる重要
なリスク情報の報告が行われるように徹底する。

ロ. リスクの早期発見、早期解決を図るため、内部監査部門による内部監査を行う。
ハ. リスク管理に関しては、リスク管理に関する諸規程に基づき、リスク管理責任者がこれを
統括し、リスク管理の主管部門がリスクを網羅的・体系的に管理する。主管部門は各部門
担当者と連携し、リスクの低減を図る。

ニ. 職場の安全衛生を確保するとともに、品質・環境に関しては、国際基準に則したマネジメ
ントシステムを適切に運用する。

ホ. 天災・事故等の突発的なリスクの発生により全社的な対応が必要である場合は、代表取締
役社長を責任者とする緊急事態対応体制をとる。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　　（会社法施行規則第100条第1項第3号）
イ. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役
会規程に基づき、取締役会を原則として毎月１回開催し、必要に応じて臨時取締役会を開
催する。

ロ. 取締役の意思決定にあたっては、十分かつ適切な情報が各取締役に提供されるよう最大限
努める。

ハ. 取締役会で決定された経営方針に基づいて代表取締役社長及び業務執行取締役が職務を執
行するにあたり、業務に関する重要事項を協議・決定するため「経営会議」を設置し、意
思決定の効率化を図る。また、経営会議の決議・報告事項は取締役会に必要に応じて報告
されるものとする。

ニ. 取締役の指名及び報酬等の決定に関する客観性・透明性を確保し、もって実効的なコーポ
レート・ガバナンスを実現するため、過半数が社外取締役で構成される指名報酬委員会を
設置する。

ホ. 経営環境のめまぐるしい変化に対応できるよう、取締役の任期を１年とする。
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⑤当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　　（会社法施行規則第100条第1項第5号）
イ. 子会社の経営については、その自主性を尊重しつつ、関係会社の管理に関する規程を定
め、事業の状況に関する定期的な報告を受けるとともに、重要事項については、当該規程
に基づき事前協議を行う。

ロ. 子会社は、その事業の性質及び規模に応じて各社の規定に従って事業や投資に関するリス
クを管理し、当社は関係会社の管理に関する規程に基づき管理担当役員の統括の下、子会
社管理担当部門及び関連部門が子会社からの報告を受領するとともに、情報を収集するこ
とにより当該子会社に関するリスクを管理する。

ハ. 当社は、子会社を含めた中期経営計画を策定し、当該中期経営計画を具体化するため、事
業年度毎の年度計画及び予算配分等を定める。

ニ. 子会社の適正な業務遂行を確認するために、当社の監査役や当社の内部監査部門による監
査を適宜実施する。

ホ. 子会社の役職員が外部の弁護士等に対して直接通報を行うことができる内部通報制度を整
備する。

へ. 当社は、子会社の役職員に対し、コンプライアンスに関する研修を行うことで、コンプラ
イアンス意識の醸成を図る。

⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合に、当該使用人に関する事項及
び当該使用人の取締役からの独立性、並びに監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保
に関する事項

　　（会社法施行規則第100条第3項第1号、第2号、第3号）
イ. 当社は、監査役の職務を専属で補助する使用人は配置していないが、取締役会は監査役会
と必要に応じて協議を行い、監査役からの要請がある場合には、当該使用人を任命及び配
置する。

ロ. 監査役が指定する補助すべき期間中は、当該使用人への指揮権は監査役に移譲されたもの
とし、取締役の指揮命令は受けない体制を整える。

ハ. 当該使用人は、監査役の指示に基づき、社内各部門及び子会社に対して監査役監査に必要
な情報の提供を求めることができる。

ニ. 当該使用人は、監査役の指示に基づき、内部監査部門、社外取締役及び子会社監査役との
間の連絡・調整を行い、監査に関する情報の共有を補助する。
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⑦監査役への報告に関する体制及び当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこ
とを確保するための体制

　　（会社法施行規則第100条第3項第4号、第5号）
イ．当社の取締役及び使用人が監査役に報告するための体制
ⅰ. 当社の役職員は、当社に著しい損害を及ぼす事実の発生又はそのおそれ、信用を著し
く失墜させる事態、管理体制・手続きに関する重大な欠陥や問題、法令違反等の不正
行為を認識したときは、遅滞なくその内容を監査役又は監査役会に報告する。

ⅱ. 当社の内部通報に関する規程において、当社の役職員が当社監査役に対して直接通報
を行うことができることを定めるとともに、内部通報窓口でもある当社監査役に対し
て通報をしたこと自体による解雇その他の不利益取扱いの禁止を明記する。

ロ．子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員及び使用人又はこれらの者から報告を受け
た者が当社の監査役に報告をするための体制
ⅰ. 子会社の役職員は、当社監査役から業務執行に関する事項について報告を求められた
ときは、速やかに報告を行う。

ⅱ. 子会社の役職員が当社監査役に直接報告することができる制度を整備するとともに、
当社監査役に対して報告をしたこと自体による解雇その他の不利益取扱いの禁止を明
示する。また、子会社の内部通報制度の担当者は、内部通報の状況について適宜当社
監査役に報告する。

ⅲ. 当社内部監査部門、子会社管理担当部門、子会社監査役は、適宜当社監査役に対し、
当社子会社における業務執行の状況及び監査結果を報告する。

⑧当社の監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　　（会社法施行規則第100条第3項第6号）
イ. 監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の請求をし
たときは、当社は、担当部門において審議の上、当該請求に係る費用が当該監査役の職務
の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用を負担する。

ロ. 監査役は、必要に応じ、独自の外部専門家（弁護士・公認会計士等）に相談することがで
き、当社は、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、その費用を
負担する。

－ 4 －



2025/05/22 12:21:13 / 24180829_フリュー株式会社_招集通知

業務の適正を確保するための体制

⑨その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　　（会社法施行規則第100条第3項第7号）
イ. 監査役と代表取締役は適宜会合をもって意見交換を行い、相互認識を深めるよう努める。
ロ. 監査役会は代表取締役及び取締役会に対し、監査方針及び監査計画並びに監査の実施状

況・結果について適宜報告する。
ハ. 監査役は内部監査部門と緊密な連携を保つとともに、必要に応じて内部監査部門に調査を
求める。

ニ. 監査役は会計監査人と適宜会合をもち、意見及び情報の交換を行うとともに、必要に応じ
て会計監査人に報告を求める。

ホ. 監査役は取締役会及びその他の重要会議に出席し、重要な意思決定の過程及び取締役の職
務の執行状況を把握するとともに、主要な決裁書その他業務執行に関する重要な文書を閲
覧し、必要に応じて役職員に説明を求めることができる。
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業務の適正を確保するための体制等の運用状況の概要

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下の通りでありま
す。
　　①内部統制システム全般について

　当事業年度において、内部統制システムが適切に運用されており、重大な欠陥や不備が存在
しないことを確認しております。

　　②重要な会議の開催状況
　当事業年度において、取締役会は書面決議を除き14回開催され、法令及び定款等に定めら
れた事項や経営に関する重要事項について、法令及び定款等への適合性、業務執行の適正性の
観点から審議が行われました。また、常勤取締役及び執行役員を構成員とする経営会議を定期
的に実施し、経営・業務執行に関する事項の審議、承認を行い、その内容を取締役会に報告し
ております。
　監査役会は13回開催され、取締役の職務執行状況、法令及び定款等の遵守状況について監
督いたしました。
　指名報酬委員会は４回開催され、取締役会の諮問を受けて取締役の評価・個別報酬額・報酬
制度・指名等について答申いたしました。

　　③リスクマネジメント
　当社では、リスクマネジメントの一環として、リスクの特定・分析・評価を定期的に見直
し、対策の実施をするとともに、当事業年度はTCFD提言に基づく気候変動リスクマネジメン
ト体制の見直しを行いました。また、「リスク管理規程」「リスク管理手順」等の規程類に基
づき、リスク管理担当役員がリスク管理に関してこれを統括し、発生した事案及びその対応状
況を定期的に取締役会に報告することを通じて、適切なリスク管理を行っております。さら
に、当社で発生した事案に限らず、関連する業界において発生した事案などを社内に共有する
ことで注意喚起するとともに、従業員のコンプライアンス意識醸成に努めております。
　また、内部通報制度について、社内窓口（当社常勤監査役）及び外部窓口（外部業者に委託
した「企業倫理ホットライン」）を設け、全従業員に周知するとともに、コンプライアンス及
びリスクに関する懸念事項、職場環境等に関する相談など匿名を含め幅広く受け付け、リスク
の早期発見に努めました。また、内部通報取扱規程において、内部通報者に対する不利益な取
扱いをしない旨を定め、厳格に運用しております。

　　④内部監査の実施
　当社では毎事業年度、内部監査基本計画に基づき、専門性・独立性を有する内部監査室によ
る内部監査を実施しております。
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　当事業年度の監査では、社内各部門の業務について、法令・当社規程等への準拠性や業務運
営の効率性等の観点でチェックを行い、経営マネジメントシステムの有効性を確認いたしまし
た。
　また、内部監査の内容と結果については、定期的に内部監査室から監査役会及び取締役会で
報告され、当該報告について監査役会及び取締役会で協議をしております。

　　⑤監査役の監査体制
　監査役会は社外監査役２名を含む監査役３名で構成されており、取締役会には監査役全員
が、経営会議その他の重要会議には常勤監査役が出席して、重要な意思決定の過程及び業務執
行状況を監査しております。また、随時、代表取締役、取締役、内部監査室及び会計監査人と
情報交換及び意見交換を行っております。

　　⑥主な教育・研修の実施状況
　集合研修のほかeラーニング及びWEB会議システムを活用し、業務を行うにあたり必要な各
種法令に関する研修、情報セキュリティや個人情報保護に関する研修、ソーシャルメディアに
関する研修、人権・ハラスメント防止に関する研修、災害対応に関する研修、品質保証に関す
る研修等幅広い教育・研修を実施しております。

　　⑦反社会的勢力排除の取り組み状況
　「反社会的勢力対応規程」に基づき、取引開始時及び取引条件変更の際に、当該取引先が反
社会的勢力との関わりがないか調査を実施し、反社会的勢力の排除を徹底しています。また、
継続取引先については定期的に第三者機関によるスクリーニング調査を実施しており、当事業
年度にも調査を実施いたしました。

　　⑧子会社管理
　子会社の取締役会に当社からの派遣役員及び必要に応じて子会社管理担当者が出席し、管理
監督を行うとともに、業務報告会等で事業の状況に関する定期的な報告を受け、重要事項につ
いての事前協議を行っております。また、当社は関係会社管理規程に基づき管理担当役員の統
括の下、子会社管理担当部署が子会社からの報告の受領及び情報の収集を行い当該子会社のリ
スク管理を行っております。
　子会社の内部通報制度においては、各子会社で社内外の窓口を設けております。
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項

⑴　連結子会社の数 ２社

⑵　連結子会社の名称 オルドット株式会社
FURYU of America, Inc.

⑶　連結の範囲の変更 当連結会計年度より、新たに設立したFURYU of America, 
Inc.を連結の範囲に含めております。

２．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、FURYU of America, Inc.の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成に
あたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要
な調整を行っております。
　なお、オルドット株式会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

３．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
　その他有価証券

　市場価格のない株式等
主として移動平均法による原価法によっております。なお、投資事業組
合への出資（金融商品取引法第2条第2項により有価証券とみなされる
もの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能
な直近の計算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によって
おります。

②デリバティブ 時価法
③棚卸資産

・商品及び製品、仕掛品、原材料
先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）によっております。

・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法
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⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、店舗用資産については定額法を採
用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物　　２～３９年

②リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。

③無形固定資産 定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
ソフトウェア　　５年

⑶　重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金 従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち、当連結会計
年度の負担額を計上しております。

③受注損失引当金 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における受
注契約に係る損失見込額を計上しております。

④役員株式給付引当金 役員株式給付規程に基づく当社の取締役（社外取締役を除く。）への当
社株式等の給付に備えるため、当連結会計年度末における株式給付債務
の見込額を計上しております。

⑷　収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及

び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

①世界観ビジネス
　主にクレーンゲーム景品を販売する事業であり、顧客であるオペレーターとの売買基本契約書に基づき
当該商品を引き渡す義務を負っております。当該履行義務は商品が引き渡される一時点で充足されるもの
であり、当該引渡時点において収益を計上しております。なお、輸出販売については顧客と締結した貿易
条件に基づき履行義務を充足した一時点で収益を計上しております。なお、クレーンゲーム景品を販売す
る事業の収益は、契約で定めた価格からリベート等の見積りを控除した金額で算定しております。
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②ガールズトレンドビジネス
　主にプリントシール事業及びプリントシール画像取得・閲覧サービス「ピクトリンク」事業の２つで構
成されております。
　プリントシール事業については、アミューズメント施設に対するプリントシール機の設置販売及びプリ
ントシール紙の販売等を行う事業であり、顧客との売買基本契約書に基づき当該商品を引き渡す義務を負
っております。当該履行義務は商品が引き渡される一時点で充足されるものであり、当該引渡時点におい
て収益を認識しております。なお、商品等の販売のうち、顧客に対する対価の受け取りと支払が発生して
いると判断したものについては、顧客から受け取る対価の総額から支払額を差し引いた純額で収益を認識
しております。

また、直営店でのプリントシール機での役務を提供する事業については、顧客に商品等を引き渡した時
点で、顧客が当該商品等に関する支配を獲得し履行義務が充足されると判断していることから、当該時点
で収益を認識しております。
　プリントシール画像取得・閲覧サービス「ピクトリンク」事業については、課金収益による事業であ
り、顧客との利用規約に基づき画像保管サービスを提供する義務を負っております。当該履行義務は一定
の期間にわたり充足されるものであり、一定の期間にわたり収益を認識しております。

③フリューニュービジネス
　家庭用ゲームソフト販売、アイテム等販売、アニメ、カラーコンタクトレンズ販売、データ広告事業を
含むセグメントであり、以下のとおりであります。
　家庭用ゲームソフトを販売する事業については、顧客との売買基本契約書に基づき当該商品を引き渡す
義務を負っております。当該履行義務は商品が引き渡される一時点で充足されるものであり、当該引渡時
点において収益を計上しております。なお、ライセンスの許諾による収入については、知的財産を使用す
る権利であるため一時点で充足されるものとして収益を計上しております。
　ゲーム内で使用するアイテム等を販売する事業については、顧客との利用規約に基づき義務を負い、ゲ
ーム課金の収益に対する履行義務は、販売アイテムの仕様に応じ消費性・永久性の２種類に分類しており
ます。消費性アイテムはアイテム購入時に履行義務が充足されるため、アイテム購入時に収益を認識して
おります。一方で、履行義務が永久に継続する永久性アイテムに対するゲーム課金の収益に対する履行義
務は、顧客によるアイテム等の利用期間を見積り、当該見積利用期間にわたって収益を認識しておりま
す。履行義務の充足期間は、見積られたサービス期間と同一の期間とし、販売アイテムの仕様に応じて算
出しております。また、永久性アイテムに関しましては、ユーザーのサービス利用期間を加重平均して算
出する方法を採用しております。
　アニメのビデオグラムを販売する事業については、顧客との売買基本契約書に基づき当該商品を引き渡
す義務を負っております。当該履行義務は商品が引き渡される一時点で充足されるものであり、当該引渡
時点において収益を計上しております。
　カラーコンタクトレンズをECサイトで販売する事業については、顧客との利用規約に基づき当該商品
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を引き渡す義務を負っております。また、カラーコンタクトレンズを卸販売する事業については顧客との
売買基本契約書に基づき当該商品を引き渡す義務を負っております。顧客に商品等を引き渡した時点で、
顧客が当該商品等に関する支配を獲得し履行義務が充足されると判断していることから、当該時点で収益
を認識しております。なお、顧客に支払われる対価としてクーポンやポイントがあるためクーポンやポイ
ントを利用した時点で収益から控除しております。
　なお、データ広告事業については、代理人に該当すると判断したものについては、顧客から受け取る対
価の総額から仕入先に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識しております。当該収益はその他で計
上しております。

⑸　退職給付に係る会計処理の方法
①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末まで
の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっておりま
す。

②数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（15年）による定額法によりそれぞれ発生の翌連結会
計年度から費用処理しております。

⑹　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。
　なお、在外連結子会社の資産及び負債は、子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及
び費用は期中平均為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含め
て計上しております。

⑺　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
　ヘッジ会計の処理

繰延ヘッジ処理によっております。
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２．会計方針の変更に関する注記
　（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。
　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準
第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計
基準適用指針第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし
書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響は
ありません。

３．会計上の見積りに関する注記
　固定資産の減損
⑴ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　有形固定資産　2,940,927千円
　無形固定資産　　971,048千円

⑵ その他の情報
　資産に減損の兆候が存在する場合には、当該資産の将来キャッシュ・フローに基づき、減損の要否の判定
を実施しております。減損の要否に係る判定単位であるキャッシュ・フロー生成単位については、他の資産
又は資産グループのキャッシュ・インフローから概ね独立したキャッシュ・インフローを生成させるものと
して識別される資産グループの最小単位としております。
　固定資産の減損の要否の判定において、取締役会で承認された事業計画を基礎とした将来キャッシュ・フ
ロー、割引率及び長期成長率等について、現時点で入手可能な情報に基づいた仮定により会計上の見積りを
行っております。これらの仮定は不確実性が高く、事業計画や市場環境の変化等により、見積りの前提とし
た条件や仮定に変更が生じた場合には、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を与える可能性があり
ます。

４．追加情報に関する注記
（業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT-RS）」）

当社は、2024年６月25日開催の第18回定時株主総会決議に基づき、取締役（社外取締役を除きます。
以下、断りがない限り、同じとします。）の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、取
締役が株価上昇によるメリットのみならず、株価下落リスクまでも株主の皆様と共有することで、中長期的
な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、業績連動型株式報酬制度「株式
給付信託（BBT-RS（＝Board Benefit Trust-Restricted Stock））」を導入しております。
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その他（預け金） 30,000千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 5,919,707千円

普通株式 28,296,000株

配当金の総額 1,031,160千円
1株当たり配当額 39円
基準日 2024年３月31日
効力発生日 2024年６月 ５日

（1） 取引の概要
　本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づき設定される信託を
「本信託」といいます。）を通じて取得され、取締役に対して、当社が定める役員株式給付規程に従って、
当社株式及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭が本信託を通じて給付される業績連動型株式報酬制
度です。なお、取締役が当社株式の給付を受ける時期は、原則として毎年一定の時期とし、取締役が当社株
式を時価で換算した金額相当の金銭の給付を受ける時期は、原則として取締役の退任時とします。取締役が
在任中に当社株式の給付を受ける場合、取締役は、当社株式の給付に先立ち、当社との間で譲渡制限契約を
締結することとします。これにより、取締役が在任中に給付を受けた当社株式については、当該取締役の退
任までの間、譲渡等による処分が制限されることとなります。

（2） 信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を信託における帳簿価額（付随費用を除く。）により、純資産の部に自己株式と
して計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度末120,600千円、
120,000株であります。

５．連結貸借対照表に関する注記
１．担保等に供している資産

流動資産

（注）上記を資金決済に関する法律に基づき供託しております。

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

２．配当に関する事項
(1) 配当金支払額等
　　2024年５月14日開催の取締役会決議による配当に関する事項
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配当金の総額 1,037,348千円
1株当たりの配当額 39円
基準日 2025年３月31日
効力発生日 2025年６月 ４日

連結貸借対照表
計上額（＊1） 時価（＊1） 差額

（1）リース債務（流動負債） （278,403） （287,908） （9,505）

（2）リース債務（固定負債） （1,271） （1,228）                  （△42）

負債計 （279,674） （289,137） （9,463）

デリバティブ取引(＊4) 　　　　 (70,129) 　　　　 (70,129) －

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　　2025年５月14日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

（注）配当金の総額には、業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT-RS）」の信託財産として、株式会
社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金4,680千円が含まれております。

７．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については主に短期的な預金等で運用しております。
　売掛金及び電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿って与信管理を行い、主な取引先
の信用状況を適時に把握する体制としております。また、投資有価証券は、投資事業組合への出資であり、
投資先の事業リスクに晒されております。
　当該リスクに関しては、投資事業組合については、定期的に発行体の財務状況を把握し、取締役に報告す
る方針としております。
　また、デリバティブは、外貨建取引に係る為替変動リスクをヘッジするため為替予約取引を行っています
が、このデリバティブ取引は、当社の運用基準に従い実需に伴う取引を行い、売買益を目的とした投機的な
取引は行わない方針としています。

２．金融商品の時価等に関する事項
　2025年３月31日（当期の決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。

(単位：千円）

（＊1）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
（＊2）現金は注記を省略しており、預金、売掛金、電子記録債権、買掛金、電子記録債務は短期間で決済され

 るため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。
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区分 当連結会計年度（千円）
投資事業組合への出資 14,477

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

デリバティブ取引
　通貨関連 － (70,129) － (70,129)

負債計 － (70,129) － (70,129)

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

（1）リース債務（流動負債） － （287,908） － （287,908）
（2）リース債務（固定負債） － （1,228） － （1,228）

負債計 － （289,137） － （289,137）

（＊3）連結貸借対照表上の投資有価証券は投資事業組合への出資であるため、持分相当額を純額で計上してお
　　　  り、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日）
           第24-16項に定める取扱いに基づき、時価開示の対象とはしておりません。

 当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（＊4）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属
するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

　　(1)時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：千円）

　　(2)時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

　　（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
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報告セグメント
合計世 界 観 ビ ジ ネ

ス
ガールズトレン
ドビジネス

フリューニュー
ビジネス

国内クレーンゲーム景品販売収益 18,614,193 18,614,193
海外物販収益 2,632,212 2,632,212
高価格帯ホビー収益 2,061,467 2,061,467
アミューズメント施設向けプリン
トシール関連収益 6,974,162 6,974,162

直営店収益 1,266,651 1,266,651
ピクトリンク課金収益 6,184,268 6,184,268
家庭用ゲームソフト収益 1,458,362 1,458,362
ゲームアプリ収益 274,095 274,095
アニメ関連収益 1,087,539 1,087,539
カラーコンタクトレンズ販売収益 892,693 892,693
その他 2,030,368 393,740 436,228 2,860,338
顧客との契約から生じる収益 25,338,241 14,818,823 4,148,920 44,305,986
外部顧客への売上高 25,338,241 14,818,823 4,148,920 44,305,986

デリバティブ取引
 為替予約の時価は、金利や為替レート等の観察可能なインプットを用いて割引現在価値法により算定し

ており、レベル２の時価に分類しております。

リース債務
 リース債務の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、

割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

８．収益認識に関する注記
1．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　「１.　連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記　３．会計方針に関する事項　⑷　
収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

－ 16 －
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当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 6,085,673千円
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 5,148,194千円
契約負債（期首残高） 669,274千円
契約負債（期末残高） 876,705千円

１．１株当たり純資産額（注） 846円87銭
２．１株当たり当期純利益（注） 61円50銭

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結
会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び
時期に関する情報

 　（１）契約負債の残高等

　契約負債は、主にピクトリンクの課金収益事業及び高価格帯ホビー収益事業において、履行義務を充足する前
に顧客から受け取った前受金であります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。
　当連結会計年度において認識した収益のうち、期首の契約負債に含まれていたものは、603,513千円でありま
す。また、当連結会計年度において、契約負債が207,431千円増加した主な理由は、高価格帯ホビー収益事業に
おいて、顧客から受け取った前受金が増加したことによるものであります。

　（２）残存履行義務に配分した取引価格
　当初に予想される契約期間が１年以内の契約であるため、記載を省略しております。

９．１株当たり情報に関する注記

　（注）当連結会計年度より「株式給付信託（BBT-RS）」を導入しており、株主資本に自己株式として計上さ
れている「株式給付信託（BBT-RS）」に残存する当社株式は、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利
益の算定上、期末発行済株式総数及び期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（当
連結会計年度120,000株）。

10．重要な後発事象に関する注記
（新設分割）
　当社は、2025年４月21日開催の取締役会において、2025年６月20日を効力発生日（予定）として、当
社のアニメ事業（以下、「本事業」）に関する権利義務について、新設分割（以下、「本新設分割」）によ
り、新たに設立するフリュー・ピクチャーズ株式会社（以下、「新設会社」）に承継させることを決議いた
しました。
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　１．本新設分割の目的
　本新設分割により、経営資源を集約させ、経営効率及びクオリティの向上を実現し、ヒット作品の創出を
ターゲットに、本事業のさらなる発展を目指すものです。

　２．本新設分割の要旨
　（１） 本新設分割の日程

　新設分割計画承認取締役会決議日：2025年４月21日
　会社分割予定日（効力発生日）：2025年６月20日（予定）
　※本新設分割は、会社法第805条に規定する簡易新設分割であるため、株主総会の承認を得ることな
く行うものです。

　（２） 本新設分割の方式
　当社を分割会社とし、本新設分割により設立される新設会社を承継会社とする簡易分割であり、新設
会社は当社の100％子会社となる予定です。

　（３） 本新設分割に係る割り当ての内容
　新設会社は、本新設分割に際して普通株式100株を発行し、その全株式を当社に割当交付いたしま
す。

　（４） 本新設分割に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に係る取り扱い
　当社は、新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。

　（５） 本新設分割により増減する資本金
　本新設分割による当社の資本金の増減はありません。

　（６） 新設会社が承継する権利義務
　新設会社は、本事業に関する資産、債務、契約その他の権利義務のうち、2025年４月21日付け新設
分割計画書において定めるものを当社から承継いたします。

　（７） 債務履行の見込み
　本新設分割の効力発生日後において、新設会社が負担すべき債務についてその履行の見込みに問題な
いと判断しております。
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分割会社
（2025年３月末時点）

新設会社
（2025年６月20日予定）

名称 フリュー株式会社 フリュー・ピクチャーズ株式会社

所在地 東京都渋谷区鶯谷町２番３号 東京都渋谷区桜丘町９番１号ビアンクォ
ードビル３階

代表者の役職・氏名 代表取締役社長　三嶋　隆 代表取締役社長　安藤　盛治

事業内容

プリントシール機・家庭用ゲーム・モバ
イルコンテンツ・プライズの開発・製
造・販売、インターネット通信販売、映
像コンテンツおよびパッケージソフトの
企画・製作

各種アニメーション等の製作・販売・配
信およびそれらの関連商品の製作・販
売・著作権の管理、行使及び許諾など

資本金 1,639百万円 25百万円
設立年月日 2007年４月１日 2025年６月20日（予定）
発行済株式数 28,296千株 100株（予定）
決算期 ３月 ３月

　３．本新設分割の当事会社の概要

　４．分割する事業部門の概要
　各種アニメーション等の製作・販売・配信およびそれらの関連商品の製作・販売・著作権の管理、行使及
び許諾など

　５．実施する会計処理の概要
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び
事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１月16日）に基づき、共
通支配下の取引として処理する予定であります。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券
市場価格のない株式等 主として移動平均法による原価法によっております。なお、投資事業

組合への出資（金融商品取引法第2条第2項により有価証券とみなさ
れるもの）については、組合契約に規定される決算報告書に応じて入
手可能な直近の計算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法
によっております。

⑵　デリバティブの評価基準及び評価方法
デリバティブ 時価法

⑶　棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品及び製品、仕掛品、原材料 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）によっております。
貯蔵品 最終仕入原価法による原価法

⑷　固定資産の減価償却の方法
　有形固定資産（リース資産を除く）

店舗用資産 定額法
上記以外 定率法

主な耐用年数
建物 ２～３９年
工具、器具及び備品 ２～１５年

　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

　無形固定資産
定額法

主な耐用年数
ソフトウェア ５年
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⑸　引当金の計上基準
貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金 従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち、当事業年
度の負担額を計上しております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき計上しております。また、当社は退職
給付信託を設定しております。数理計算上の差異は、その発生時にお
ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定
額法によりそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

受注損失引当金 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における受注
契約に係る損失見込額を計上しております。

役員株式給付引当金 役員株式給付規程に基づく当社の取締役（社外取締役を除く。）への
当社株式等の給付に備えるため、当事業年度末における株式給付債務
の見込額を計上しております。

⑹　収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務
を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

①世界観ビジネス
　主にクレーンゲーム景品を販売する事業であり、顧客であるオペレーターとの売買基本契約書に基づき
当該商品を引き渡す義務を負っております。当該履行義務は商品が引き渡される一時点で充足されるもの
であり、当該引渡時点において収益を計上しております。なお、輸出販売については顧客と締結した貿易
条件に基づき履行義務を充足した一時点で収益を計上しております。なお、クレーンゲーム景品を販売す
る事業の収益は、契約で定めた価格からリベート等の見積りを控除した金額で算定しております。

②ガールズトレンドビジネス
　主にプリントシール事業及びプリントシール画像取得・閲覧サービス「ピクトリンク」事業の２つで構
成されております。
　プリントシール事業については、アミューズメント施設に対するプリントシール機の設置販売及びプリ
ントシール紙の販売等を行う事業であり、顧客との売買基本契約書に基づき当該商品を引き渡す義務を負
っております。当該履行義務は商品が引き渡される一時点で充足されるものであり、当該引渡時点におい
て収益を認識しております。なお、商品等の販売のうち、顧客に対する対価の受け取りと支払が発生して
いると判断したものについては、顧客から受け取る対価の総額から支払額を差し引いた純額で収益を認識
しております。
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　また、直営店でのプリントシール機での役務を提供する事業については、顧客に商品等を引き渡した時
点で、顧客が当該商品等に関する支配を獲得し履行義務が充足されると判断していることから、当該時点
で収益を認識しております。
　プリントシール画像取得・閲覧サービス「ピクトリンク」事業については、課金収益による事業であ
り、顧客との利用規約に基づき画像保管サービスを提供する義務を負っております。当該履行義務は一定
の期間にわたり充足されるものであり、一定の期間にわたり収益を認識しております。

③フリューニュービジネス
　家庭用ゲームソフト販売、アイテム等販売、アニメ、カラーコンタクトレンズ販売、データ広告事業を
含むセグメントであり、以下のとおりであります。
　家庭用ゲームソフトを販売する事業については、顧客との売買基本契約書に基づき当該商品を引き渡す
義務を負っております。当該履行義務は商品が引き渡される一時点で充足されるものであり、当該引渡時
点において収益を計上しております。なお、ライセンスの許諾による収入については、知的財産を使用す
る権利であるため一時点で充足されるものとして収益を計上しております。
　ゲーム内で使用するアイテム等を販売する事業については、顧客との利用規約に基づき義務を負い、ゲ
ーム課金の収益に対する履行義務は、販売アイテムの仕様に応じ消費性・永久性の２種類に分類しており
ます。消費性アイテムはアイテム購入時に履行義務が充足されるため、アイテム購入時に収益を認識して
おります。一方で、履行義務が永久に継続する永久性アイテムに対するゲーム課金の収益に対する履行義
務は、顧客によるアイテム等の利用期間を見積り、当該見積利用期間にわたって収益を認識しておりま
す。履行義務の充足期間は、見積られたサービス期間と同一の期間とし、販売アイテムの仕様に応じて算
出しております。また、永久性アイテムに関しましては、ユーザーのサービス利用期間を加重平均して算
出する方法を採用しております。
　アニメのビデオグラムを販売する事業については、顧客との売買基本契約書に基づき当該商品を引き渡
す義務を負っております。当該履行義務は商品が引き渡される一時点で充足されるものであり、当該引渡
時点において収益を計上しております。
　カラーコンタクトレンズをECサイトで販売する事業については、顧客との利用規約に基づき当該商品
を引き渡す義務を負っております。また、カラーコンタクトレンズを卸販売する事業については顧客との
売買基本契約書に基づき当該商品を引き渡す義務を負っております。顧客に商品等を引き渡した時点で、
顧客が当該商品等に関する支配を獲得し履行義務が充足されると判断していることから、当該時点で収益
を認識しております。なお、顧客に支払われる対価としてクーポンやポイントがあるためクーポンやポイ
ントを利用した時点で収益から控除しております。
　なお、データ広告事業については、代理人に該当すると判断したものについては、顧客から受け取る対
価の総額から仕入先に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識しております。当該収益はその他で計
上しております。
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⑺　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお
ります。

⑻　ヘッジ会計の処理
繰延ヘッジ処理によっております。

２．会計方針の変更に関する注記
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。
　法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項ただし書きに定める経過
的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記
　固定資産の減損
⑴ 当事業年度の計算書類に計上した金額

有形固定資産　2,940,683千円
無形固定資産　　968,427千円

⑵ その他の情報
　資産に減損の兆候が存在する場合には、当該資産の将来キャッシュ・フローに基づき、減損の要否の判
定を実施しております。減損の要否に係る判定単位であるキャッシュ・フロー生成単位については、他の
資産又は資産グループのキャッシュ・インフローから概ね独立したキャッシュ・インフローを生成させる
ものとして識別される資産グループの最小単位としております。
　固定資産の減損の要否の判定において、取締役会で承認された事業計画を基礎とした将来キャッシュ・
フロー、割引率及び長期成長率等について、現時点で入手可能な情報に基づいた仮定により会計上の見積
りを行っております。これらの仮定は不確実性が高く、事業計画や市場環境の変化等により、見積りの前
提とした条件や仮定に変更が生じた場合には、翌事業年度の計算書類に重要な影響を与える可能性があり
ます。
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その他（預け金） 30,000千円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 5,914,380千円

⑶　関係会社に対する金銭債権
　　短期金銭債権 2,566千円
　　長期金銭債権

⑷　関係会社に対する金銭債務

800,000千円

　　短期金銭債務 1,495千円

⑸　取締役に対する金銭債務 1,955千円

普通株式 1,817,325株

４．追加情報に関する注記
　（業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT-RS）」）

　連結注記表「４.　追加情報に関する注記　(業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT-RS）」）」
に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

５．貸借対照表に関する注記
⑴　担保等に供している資産

流動資産

(注) 上記を資金決済に関する法律に基づき供託しております。

６．損益計算書に関する注記
　　関係会社との取引高
　　　営業取引による取引高
　　　　販売費及び一般管理費　　　　　　　　　　　15,078千円
　　　営業取引以外の取引による取引高
　　　　営業外収益　　　　　　　　　　　　　　　　17,298千円

７．株主資本等変動計算書に関する注記
　当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

　(注)当事業年度の末日における自己株式の数には、「株式給付信託（BBT-RS）」が保有する当社株式
120,000株が含まれております。
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　繰延税金資産
　棚卸資産評価損 98,537千円
　未払費用 177,725千円
　未払事業税 16,295千円
　貸倒引当金 259,014千円
　減価償却費 268,881千円
　研究開発費 71,345千円
　退職給付引当金 426,703千円
　関係会社株式評価損 15,759千円
　繰延ヘッジ損益 21,473千円
　その他 124,481千円

　繰延税金資産小計 1,480,217千円
　評価性引当額 △324,201千円
繰延税金資産合計 1,156,016千円

　繰延税金負債
　投資有価証券 △30,840千円
　その他 △6,521千円

　繰延税金負債合計 △37,362千円
　繰延税金資産の純額 1,118,653千円

８．税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳

⑵　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立した
ことに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることに
なりました。
　これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資
産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.6％から31.5％に変更し計算しております。
　この変更により、当事業年度の繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は21百万
円増加し、法人税等調整額が21百万円減少しております。
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種類 会社等の名称
議決権等の所
有（被所有）
割合（%）

関連当事者
との関係 取引内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社 オルドット株
式会社

所有
　直接100%

経営指導
資金の援助
役員の兼任

資 金 の 貸
付（注1） 800,000

関係会社
長期貸付
金
（注2）

800,000

　１株当たり純資産額（注） 838円12銭
　１株当たり当期純利益（注） 67円07銭

９．関連当事者との取引に関する注記
　子会社及び関連会社等

　　取引条件及び取引条件の決定方針等
　　（注1）資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、担保は受

け入れておりません。
　　（注2）関係会社長期貸付金に対し、800,000千円の貸倒引当金を計上しております。

10．収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「８.　収益認識に関する
注記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

11．１株当たり情報に関する注記

　　　（注）当事業年度より「株式給付信託（BBT-RS）」を導入しており、株主資本に自己株式として計上さ
れている「株式給付信託（BBT-RS）」に残存する当社株式は、１株当たり純資産額及び１株当たり当期
純利益の算定上、期末発行済株式総数及び期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており
ます（当事業年度120,000株）。

12．重要な後発事象に関する注記
　（新設分割）

　連結注記表「10.　重要な後発事象に関する注記　(新設分割)」に同一の内容を記載しているため、記載
を省略しております。
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